保育者養成課程における地域を基盤としたソーシャルワーク実践教育プログラムの開発に向けた研究―地域との協働によるサービスラーニング型子育て支援活動の10年間の振り返りから― by 長谷中 崇志
























ある（児童福祉法第 10 条・第 10 条の 2；子ども・子育て支援法第 10 条；改正社会福祉

























とが期待されている」（「第 3章 2子育ての支援」）。この考えは、2017 年に告示された「幼








いるのである（山本 2000；厚生労働省 2008b:180-181；門 2011；安川 2014）。
　他方、学術面では、上述したように、保護者支援・地域子育て支援（以下、子育て支援）
























































てサロン活動の事例である（調査期間は 2007 年 6 月～ 2016 年度）。ゼミナール生を中心
とする学生（随時、保育科1年や2年生、保育専攻科有志学生がサポーターとしてボランティ
ア参加。以下、学生）と筆者、社会福祉協議会、行政・保健所、主任児童委員などの関係





















































それらの状況をふまえ、2007 年 9 月より、地域住民、昭和区社会福祉協議会、昭和区役所（民
生子ども課）・保健所などの関係団体と本学の学生（ゼミナール生が中心となって企画運
営に関わり、有志ボランティア学生がサポーターとして参加）が連携・協働しながら毎月
1回（通常は午前 10 時～ 11 時 30 分、拡大版は午前 10 時～ 11 時 45 分での開催）の子育
てサロン（事前予約受付のプログラム型。定員約 20 組、2010 年度より定員約 25 組～約
30組）を本学構内の講義室において試行的に開始した（長谷中2009）。参加対象については、
身近な圏域での支援（厚生労働省・地域力強化検討会 2017）を重視し、名古屋市昭和区



























































た 2010 年度より、活動の振り返りを改善・強化し、以下のような方法で行った（第 2期




























（1）第 1期：活動の基盤形成期（2007 年度～ 2009 年度）
　第 1期（2007 年度～ 2009 年度）は、活動を試行的に実施しながら、活動の運営体制や
















請交付（2009 年度～ 20010 年度。2011 年度以降、本学助成金）によって子育てサロン専
用のマット（約 100 枚）等の必要物品の整備が進められ、本活動が本格的に推進されてい
くこととなった。また、子育てサロン開催等の時間については、以下のように実施され









　2007 年度（ゼミナール生 13 人）は、2007 年 9 月～ 2008 年 3 月の計 7回開催され、参
加者は延べ129組・子ども134人であった。2008年度は計12回（2008年 4月～2009年 3月。
ゼミナール生 14 人）開催され、参加者は延べ 219 組・子ども 242 人であった。2009 年度（ゼ
ミナール生 13 人）は、毎月１回（4月と 7月を除く。本学の事情により 7月の回を 11 月






（2）第 2期：学生主体による活動の発展期（2010 年度～ 2015 年度）
　第 2期（2010 年度～ 2015 年度）は、学生を中心とした活動が発展的に展開され、学生

























（2010 年 10 月、2011 年 10 月、2015 年 3 月）、新聞（2010 年 11 月）、新聞WEB版（2010

































　各年度の開催および参加状況は以下の通りである。2010 年度（計 13 回開催。2月は 2
回開催。ゼミナール生 17 人）は延べ参加者 299 組・子ども 342 人であった（8月・9月・
1月・2月に学内ラウンジにおいて拡大版開催）。2011 年度（計 12 回開催。ゼミナール生
16 人）は延べ参加者 294 組・子ども 348 人であった（8月に学内ラウンジにおいて拡大版
開催）。2012 年度（ゼミナール生 15 人）は、まず 4月に昭和区保健所主催の多胎児（と
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その母親）子育てサロンに企画参加し、サロン企画運営や親との関わり方の基礎を学んだ
上で、2012 年 5 月から 2013 年 2 月において計 8回の子育てサロンを開催した（延べ参加
者 222 組・子ども 249 人）。2013 年度（計 11 回開催。ゼミナール生 13 人）は、8月に学
内ラウンジにおいて拡大版、11 月に小人数限定企画子育てサロンを開催する等、延べ 328
組・子ども 364 人の参加者であった。2014 年度（ゼミナール生 15 人）は、計 8回のサロ
ンを開催し、延べ 257 組・子ども 274 人の参加者であった。この年度は、特別企画として、
8月に昭和区社会福祉協議会・昭和区ボランティア協議会主催の講座を企画開催し（男性
高齢者対象）、12 月にはテレビ番組に出演した。2015 年度（ゼミナール生 15 人）は、カ











支援に係る学びを深めていった。2016 年度（ゼミナール生 10 人）は、4月・5月・6月・7月・




学生特別プログラム企画を実施した（参加者は延べ 18 組・子ども 20 人）。12 月には、学
内において特別企画の少人数限定子育てサロンを開催した（未就学児とその親［母親・父





に役立つ情報」コーナーを学生が毎号（2016 年 4 月～ 2017 年 3 月の隔月発行）担当した。
この作成作業により、特に、未就園児の母親が必要としている子育て情報について理解を
深めていった。
₂. 活動を通した学生の学び―2007 年度～ 2016 年度の学生の振り返りから―
　上述したような方法（「Ⅱ．₂．（4）活動における学生の振り返り（リフレクション）の
仕組み」）で、本子育てサロンの各回の活動評価（振り返り）を行い、学生の学びを深め


































































表 1　2007 年度～ 2016 年度の子育てサロン活動における学生の学びに関して生成された共通カテゴリー
注：１）2007 年度～ 2016 年度における学生の活動振り返り記録をもとに、各年度において共通する内
容をカテゴリー化。
　　２）2007 年度～ 2009 年度においては、毎回の活動後に行っている、①学生同士の振り返り、②地
域住民ボランティア・子育て支援関係機関の職員との振り返り・意見交換、それらをふまえた
上で、③各学生による活動の振り返り（学んだ内容の整理）を行うという方法をとった。



















生労働省・地域力強化検討会 2016；改正社会福祉法 2017：第 5条・第 6条・第 106 条の 2・
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し（2007 年度～ 2016 年度）、②その活動を通した学生の学びについて、特に、ソー
シャルワーク機能に焦点をあてながら検討した。
　本研究で得られた知見は以下の 2点である。①保育者がソーシャルワークにつ
いて学びを深めていくためには、親子との交流経験の有無だけではなく、交流経
験の質や振り返り（リフレクション）も重要である可能性、②学内および地域社
会における多様な主体との連携・協働により、継続性のある実践的なソーシャル
ワーク教育を展開していくことができる可能性、が確認された。
